様式第１６　(第１６条関係)
番　　　　　号
年　　月　　日
　環　境　大　臣　　殿
　　　　　　　　　　　        補助事業者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　 　　　
　　　　　　　　　　
令和３年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（社会変革と物流脱炭素化を同時実現する先進技術導入促進事業）
　　年度事業報告書
　　　年　　月　　日付け　　　　第         号で交付決定の通知を受けた令和４年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（社会変革と物流脱炭素化を同時実現する先進技術導入促進事業）について、令和４年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（社会変革と物流脱炭素化を同時実現する先進技術導入促進事業）交付規程（以下「交付規程」という。）第１６条第１項の規定に基づき下記のとおり報告します。
記

１　事業実施による二酸化炭素排出削減効果について
（１）　　年度二酸化炭素排出削減量（実績）
　　　

（２）実績報告書における二酸化炭素排出削減量に達しなかった場合の原因
２  過疎地域等における無人航空機を活用した物流実用化事業実施状況
（１）実用化開始年月
（２）実用化の概要（運航ルート、運航頻度、運航実績等を記載すること）
（３）その他参考資料
３　本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等
（１）責任者の所属部署・職名・氏名
（２）担当者の所属部署・職名・氏名
（３）連絡先（電話番号・E メールアドレス）
注１　様式第１６は参考書式であり、事務の簡素化の観点から、任意の様式・提出方法を指定する場合がある。
２　交付規程第３条第３項の規定に基づき共同で交付申請した場合は、代表事業者が報告すること。
３　「2（３）その他参考資料」として、実用化の飛行状況がわかる写真等を添付すること、実用化に使用しているドローンの仕様（カタログを含む）を添付すること。実用化の周知に用いたパンフレット等があれば添付すること。
４　実用化とは、完了実績報告書　別紙１　社会変革と物流脱炭素化を同時実現する先進技術導入促進事業実施報告書（過疎地域等における無人航空機を活用した物流実用化事業）記載内容等に基づき、輸送サービスが一定期間、継続して提供できる状態にあることとします。


